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貸 借 対 照 表 
( 2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日現在) 

（ 単 位 ： 百万円 ） 

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部) ( 負 債 の 部)

流 動 資 産 3 4 , 6 3 4 流 動 負 債 1 5 , 2 4 0 

現 金 及 び 預 金 1 3 , 0 8 3 買 掛 金 3 , 7 9 5 

受 取 手 形 8 関 係 会 社 短 期 借 入 金 6 9 7 

売 掛 金 7 , 6 8 7 一 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1 , 5 5 2 

契 約 資 産 1 2 , 5 2 8 リ ー ス 債 務 5 4 5 

材 料 5 4 未 払 金 1 , 7 6 5 

前 渡 金 3 2 未 払 費 用 5 6 5 

前 払 費 用 2 2 4 未 払 法 人 税 等 1 , 2 4 2 

未 収 入 金 3 6 前 受 金 3 , 0 4 0 

短 期 貸 付 金 8 預 り 金 1 0 7 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 8 0 0 賞 与 引 当 金 1 , 6 5 0 

リ ー ス 債 権 8 8 役 員 賞 与 引 当 金 2 9 

そ の 他 9 2 受 注 損 失 引 当 金 1 5 2 

貸 倒 引 当 金 △ 1 2 そ の 他 9 5 

固 定 資 産 1 3 , 8 4 9 固 定 負 債 1 7 , 2 2 3 

有 形 固 定 資 産 7 , 3 6 6 長 期 借 入 金 1 3 , 2 2 3 

建 物 及 び 構 築 物 9 5 3 リ ー ス 債 務 1 , 2 1 7 

機械装置及び運搬具 3 , 6 2 3 退 職 給 付 引 当 金 2 , 1 1 7 

工 具 、 器 具 備 品 1 3 0 資 産 除 去 債 務 5 1 3 

土 地 9 4 1 長 期 預 り 保 証 金 6 6 

リ ー ス 資 産 1 , 7 1 5 そ の 他 8 6 

無 形 固 定 資 産 3 6 2 負 債 合 計 3 2 , 4 6 4 

ソ フ ト ウ ェ ア 2 6 4 ( 純 資 産 の 部)

ソフトウェア仮勘定 8 9 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評価・ 換算差額等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

新 株 予 約 権

1 5 , 7 4 1 

6 , 7 9 4 

1 , 9 8 1 

1 , 9 7 8 

2 

6 , 9 6 6 

2 1 9 

6 , 7 4 6 

6 , 7 4 6 

2 6 4 

2 6 4 

1 3 

リ ー ス 資 産 1 

電 話 加 入 権 5 

そ の 他 2 

投資その他の資産 6 , 1 2 1 

投 資 有 価 証 券 6 2 1 

関 係 会 社 株 式 1 , 5 2 4 

出 資 金 4 4 

破 産 更 生 債 権 等 3 6 1 

長 期 貸 付 金 6 

関 係会社長期貸付金 6 6 

長 期 前 払 費 用 1 0 2 

差 入 保 証 金 1 , 1 3 1 

リ ー ス 債 権 8 5 4 

繰 延 税 金 資 産 1 , 7 6 0 

そ の 他 7 

貸 倒 引 当 金 △ 3 6 1 純 資 産 合 計 1 6 , 0 1 9 

資 産 合 計 4 8 , 4 8 4 負債・ 純資産合計 4 8 , 4 8 4 



損 益 計 算 書 

( 
2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日から 

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日まで ) 
（ 単 位 ： 百万円 ） 

科 目 金 額 

売 上 高 4 1 , 4 2 0 

売 上 原 価 3 0 , 8 6 7 

売 上 総 利 益 1 0 , 5 5 3 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8 , 0 0 8 

営 業 利 益 2 , 5 4 4 

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8 7 5 

受 取 保 険 金 3 0 

助 成 金 収 入 9 

そ の 他 3 7 9 5 2 

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2 6 1 

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 7 

支 払 手 数 料 4 5 

為 替 差 損 7 

そ の 他 7 7 3 9 9 

経 常 利 益 3 , 0 9 7 

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2 , 7 8 3 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 4 2 , 8 7 7 

税 引 前 当 期 純 利 益 5 , 9 7 4 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1 , 6 9 7 

法 人 税 等 調 整 額 △ 1 , 1 2 8 

当 期 純 利 益 5 , 4 0 5 



 
個別注記表 

 
 

１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式 …… 移動平均法による原価法 

 その他有価証券   
 

市場価格のない株式等

以外のもの 

…………… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 …………… 移動平均法による原価法 
 

② デリバティブ取引により

生ずる債権及び債務 

…………… 時価法 

③ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

…………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

(２)固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

…………… 太陽光発電設備については定額法を採用しております。それ

以外の有形固定資産については主として定率法（ただし、

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法）を採用しております。 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

…………… 「自社利用のソフトウェア」は、社内における利用可能期間

(主として５年)に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 …………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

(３)引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金………………… 受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については合理的に見積もった貸倒率によ

る額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金………………… 従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額のう

ち当事業年度に対応する額を計上しております。 

③ 役 員 賞 与 引 当 金………………… 役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度に見

合う支給見込額に基づき計上しております。 

④ 受 注 損 失 引 当 金………………… 受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末にお

ける未完成業務の損失見込額を計上しております。 

⑤ 退 職 給 付 引 当 金………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により翌事業年度

から費用処理しております。 



 
(４)収益及び費用の計上基準 

請負業務に関して、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度

を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。一定の期間にわたり充足さ

れるものでない場合には、一時点で充足される履行義務として約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており

ます。 

(５)ヘッジ会計の処理 

① ヘッジ会計の方法………………… 特例処理の要件を満たしているものについては特例処理を採

用しており、それ以外のものについては繰延ヘッジ処理によ

っております。 

② ヘ ッ ジ 手 段 …………… 金利スワップ 

③ ヘ ッ ジ 対 象 …………… 借入金に係る金利 

④ ヘ ッ ジ 方 針………………… 当社は、取締役会で承認された資金調達計画に基づき、借入

金に係る金利変動リスクに対してヘッジを目的とした金利ス

ワップを利用しております。 

⑤ ヘッジ有効性評価の

方 法

………………… ヘッジ開始時から有効性判定時点までの既に経過した期間に

ついて、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の

間に高い相関関係があるか否かで有効性を評価しておりま

す。 

(６)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 …… 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

 

貸借対照表に関する注記 

１． 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

受取手形及び売掛金 10百万円

リース債権（流動） 88百万円

建 物 及 び 構 築 物 94百万円

機械装置及び運搬具 513百万円

工具、器具及び備品 3百万円

リース債権（固定） 854百万円

計  1,565百万円

(2) 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期

借 入 金
 110百万円

長 期 借 入 金 936百万円

計  1,046百万円
 
２． 有形固定資産の減価償却累計額 5,343百万円
 
３． 保証債務 

下記関係会社の金融機関等からの借入金等に対して債務保証を行っております。 

琉 球 国 際 航 業 ㈱ 134百万円
 
４． 有形固定資産の取得価格から直接減額した圧縮記帳額 
 

建物及び構築物  34百万円

機械装置及び運搬

具 
 127百万円

リ ー ス 資 産  162百万円

工具、器具及び備

品 
 0百万円

 
 

 

 

 



５． 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 
 

短 期 金 銭 債 権  66百万円

短 期 金 銭 債 務  561百万円

長 期 金 銭 債 務  63百万円
 
 

税効果会計関係に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

１． 繰延税金資産 
 

賞 与 引 当 金 559百万円

受 注 損 失 引 当 金 46百万円

未 払 事 業 税 99百万円

た な 卸 資 産 評 価 損 0百万円

貸 倒 引 当 金 114百万円

減 価 償 却 超 過 額 187百万円

繰 延 資 産 超 過 額 1百万円

減 損 損 失 271百万円

投資有価証券評価損 72百万円

関係会社株式評価損 31百万円

退 職 給 付 引 当 金 655百万円

そ の 他 337百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 2,377百万円

評 価 性 引 当 額 △376百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 2,001百万円
 
２． 繰延税金負債 
 

その他有価証券評価差

額 金
 △92百万円

そ の 他 △148百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △240百万円
 
３． 繰延税金資産の純額 1,760百万円



  
関連当事者との取引に関する注記 
１. 親会社等 

（単位：百万円） 

種 類 

会社等 
の名称 
または 
氏 名 

議決権等の所有 
 (被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

親会社 

G e o 
Holding 
s , L . 
P . 

被所有 
 直接99.2％ 

― 
担保の受入 
(注) 

13,617 ― ― 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)  銀行借入に対し、担保が提供されているものであり、「取引金額」は借入債務の期末残高を記載

しております。 

 
２．子会社等 

（単位：百万円） 

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等の所有 
 (被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(注４) 

科  目 期末残高 

子会社 

明治コ
ンサル 
タント
㈱ 

所有 
 直接95％ 
 間接 5％ 

資 金 の 貸 付 

資金の貸付 750 
関係会社 
短期貸付金 

650 

資金の回収 600 

子会社 

 ㈱アス
ナ ル コ
ー ポ レ
ー シ ョ
ン  

所有 
  直接100％ 

資 金 の 借 入 

資金の借入 1,000 
関係会社 
短期借入金 

567 

資金の返済 433 

 
３. 役員等 

（単位：百万円） 

種 類 

会社等 
の名称 
または 
氏 名 

議決権等の所有 
 (被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

役員 呉 文 繍 
被所有 
 直接0.3％ 

当社代表取締
役会長 

増資の引受 
(注) 

50 ― ― 

役員 
山下 
秀幸 

被所有 
  直接0.1％ 

当社執行役員 
増資の引受 
(注) 

18 ― ― 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)  増資の引受については、第三者機関の算定した評価額に基づき決定しております。 

 

一株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 415円 93銭

１株当たり当期純利益 140円 57銭
 




